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1A19 アントレプレナーシップとインスティテューションの 関係の分析 

O 森 m 幸司，渡辺 千匁 ( 東工大社会理工学 ) 

ァ拝 

].] 有力企業の生まれていない 我が ロ の現状 

我が国企業の 中には国際的な 競争力を持つ 企業 

が多く存在する。 これら企業のおかげで、 外貨を 

稼ぐこと、 雇用が確保されてきたことなどによる 

繁栄がもたらされた。 しかし、 それら企業に 頼っ 

た繁栄が現在危機に 瀕している。 
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図 l .  Forbes2000 上位 l000 社 (  除 金融・保険 )  に占める各年 

代に設立された 企業の割合 (Forbes2000 上位 l,000). 

出典 : Forbes  2000(2005  年版 )   

図 1 は米国 F0rbes 社の発表しているランキング 

「 F0rbes2000 」における上位 1000 のうち金融・ 保 

険業の企業を 除いた日米の 企業の設立件数を 10 

年ごと (1900 年以前はひとつにした ) に分けて グ 

ラフにしたものであ る。 Forbes2000  はアメリカの 

Forbes 社の発表する 世界の有力企業のランキン 

グです。 売上高、 利益、 資産、 株式時価総額の 4 

部門を総合評価して 順位を決定している。 

合計で米国企業は 286 社、 日本企業は 110 社が 

該当している。 このグラフからは 日米の世界的 有 

力企業がどの 年代にどれだけ 生まれているかが 詠 

みとれる。 

米国においては 1900 年以前設立の 会社の割合 

は 多いが、 1950 年代以降においても 世界的な有力 

企業が数多く 生まれている。 

一方、 我が国においては 1900 年以前に設立された 企業 

の割合は大きいが 1950 年代をピータとしてその 後ほ 

とんど生まれていないことが 読み取れる。 

表 2 は 1 9 6 0 年以降設立された 日本企業及び 米国 

企業の Forbes2 ㏄ 0 ランキング上位の 企業を表にしたも 

のであ る。 Intel (1968 年 ) 、 Microson (1975 年 ) 、 Gsco 

Systems (1984 年 ) 等現在の米国の 産業を牽引 IT 企業 

がこの比較的新しい 年代に設立され、 今日における 米 

国の競争力の 確 となっている 現状がわかる。 2000 年代 

では大企業のスピンアウトが 目立つ。 表には載ってい 

ないが、 MedcoHealth (2 皿 3 年 ) は Merck 社の一事業 

部門がスピンアウトしたもの、 FreeScaleSemjconductor 

(2004 年 ) は Motorola 半導体部門が 独立したものであ 

る。 Ⅱ企業の貢献により 1990 年代から 2000 年代初頭 

の米国の繁栄をもたらしたと 言われている。 

一方日本においては 長らく我が国を 代表する企業は 

育っていない。 我が国は戦前の 遺産で生きているとい 

える。 1 9 6 0 年代以降設立の 企業を電気電信公社の 

民営化によるⅢ T の誕生、 日本国有鉄道の 民営化によ 

る ]R 各社の誕生といった 公的部門の民営化、 JFE に み 

られるような M&A により設立件数が 多くなっている 

ことが読み取れる。 このような企業は 新しいとはいえ 

ない企業であ る。 新しい製品やサービス、 プロセスな 

どにより新たに 市場に参入してきた 企業ではなく、 そ 

れ 以前にあ る一定の地位を 占めていた企業が 外側の形 

を変えただけのものだからであ る。 
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表 1 1960 年～現在までに 設立された日米企業のうち コ ンを生み出す 「土壌」であ るといえる。 イ / ベーシ 

Forbes20 ㎝ランキンバ 上位 10 社 ( 陰金融・保険 ) コ ン は 、 国や地域ごとに 異なる文化や 慣習といった 市 

ランキング 社名 ランキング 社名 
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].2 インスティテューションとスタートアップ 

場の独自性に 密接に関係している。 新たな企業が 生ま 

れるということとインスティテユ ー ションとの関係を 

明らかにすることを 目的とする。 そのインスティテュ 

ーションとはどのようなものから 構成されているのか 

を明らかにする。 

2. 既存研究 
日本政策投資銀行 (2001) は我が国の株式公開企業 

を対象にその 設立年代ごとにグループ 分けし、 直近 末 

時点での株式時価総額の 上位企業を並べ、 それら企業 

の 特徴を述べている。 大企業も多くは 元ベンチャ一で 

あ り、 各年代の経済構造を 背景に時代を 担う企業が生 

まれているという。 

山崎 (1991) は 1929 年、 1943 年、 1955 年、 1973 年、 

1987 年の各年ごとに 純利益で我が 国の企業をランキ 

ング し 、 各年代のランキンバ 結果を比較している。 そ 

れによると、 電力業と銀行を 中心とした金融業が 一貫 

して優位を占めている。 また、 鉱工業でほ上位業種が 

激しく交代しているという 特徴を述べている。 

Evans (1987) は米国の製造業の 100 業種の企業につ 

いて、 1976 年から 1980 年までのデータをもとに 企業 

の規模、 年齢と企業の 成長率の関係を Hec ㎞ lan の 2 段 

階 推定法を用いて 検証し、 ①企業規模、 年齢と成長率 

企業レベルでの 組織文化 
は負の相関、 ②企業規模、 年齢と企業の 生残率は正の 

相関、 ③企業規模、 年齢と成長率の 変動は負の相関が 

図 2. インスティテューションの 3 次元   あ るという結果を 得た。 この研究の示唆することは、 

企業は年齢とともに 成長のスピードが 遅くなってくる 

新たなスタートアップとインスティテューション と のであ るから、 経済が活性化するためには、 若 い 企業 

密接な関係があ る。 日本人はリスクを 嫌う国民があ る すなむち新企業が 続々と出てくることが 重要であ ると 

などと言われている。 それも日本のインスティテュー いうことであ る。 

、 ンコシであ る。 インスティテユ ー ションとは一般的な 安田 (2 ㎝ 1) は経済産業省「企業活動基本調査」の 

ヱ 」ではなく、 国や地域における 文化 データを用いて、 企業の成長と 企業規模、 企業年齢 と 訳語であ る「制度 

や慣習、 倫理観、 価値観などを 指す。 すなむち「国家 の 関係を分析した。 その結果、 ①企業成長率と 企業 規 

戦略・社会制度」、 「企業レベルでの 組織・風土」、 「 時 模 、 企業年齢との 間の負の相関関係があ ること②企業 

代 背景」等といったものであ る。 これら ほイ / ベーシ の 生存率と企業規模、 企業年齢との 間の正の相関関係 
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がほぼ成り立っことが 確認はれた。 

企業の成長と 企業規模、 企業年齢の関係については、 

従来から欧米で 数多くの研究がなされてきたが、 その 

結果、 企業の成長は、 規模の拡大、 年齢の高まりとと 

もに低下することなどが 明らかになっている。 この研 

究により、 日本においても 欧米同様に企業の 成長と企 

業規模、 企業年齢の関係について 同じであ ることが示 

された。 このことから、 我が国の経済が 活力を保ち、 

雇用機会を維持し 続けるためには 若い小さな企業が 

次々と現れなければならないということを 意味してお 

り、 我が国が国を 挙げてべンチャ 一企業を育てなけれ 

ばいけないということを 主張している。 

表 3 主成分負荷 且 

変且 第 Ⅰ主成分 第 2 主成分 

1.@ V4ue@of@society@support 
.890 一 ・Ⅰ 3 Ⅰ 

competi   i   eness 

                                                                    .749 一 ・ 392 

3.@ Stock@market@(pro Ⅴ     de@adequate 
.704 .596 

financi   g) 

4.@ Bankng@regul   ton@(Does@not@hi   der 

competii   eness) .723 .524 

5.@ Openness@of@cu@ure@to@for0gn@i   eas .752 一 ． 3 Ⅰ 5 

6. 円 exib ℡ yandadaptab ℡ yofpeople .807 一 ． 433 

7. GDPpercap 吐 a(US$ PPPs) .229 .865 

3. 分析 
米国では有力企業が 多く生まれる 一方、 日本では 最 

第一主成分は 一人当たりの GDP 以外の負荷量が 大 

近代表的企業が 多く生まれていないことにはアントレ 
きい。 すな ね ち、 この成分は先進国、 発展途上国に 関 

プレナーシップの 相違が要因となっているであ ろう。 
係 なく国のアントレプレナーシップを 補助すると考え 

そして、 アントレプレナーシップにはそれぞれの イ 
られる変数との 関係が深いということから「国民の 企 

ンスティテューションが 大きく影響しているとの 仮説 
柴 家精神とそれを 支えるインスティテューションの 完 

の下、 世界 25 カ国を対象に 企業家度の支配要因につ 
熱度」と解釈できる。 

いて分析を行なった。 
一方、 第二主成分は 一人当たりの GDP 、 株式市場が 

IMD(2004) 、 World  Bank (2004) より、 アント 
整備されているか 否かという変数が 大きく「先進国度」 

レ プレナーシップに 関係する変数を 得た。 それら変数 
を示す主成分であ ると解釈できる。 

から意味あ るアントレプレナーシップに 影響している 
両 主成分を用いて GEM  (GlobalEntrepreneurship 

と 思われる国のインスティテューション 変数を抽出す 
Monitor) の TEA (TotalEntrepreneurialActivity) 

る目的でそれらについて 主成分分析を 行なった。 その 
指標をもとに 対象 32 ケ 国中、 TEA 指標が利用できる 25 

結果を表 2. 表 3 に示した。 
力 国を対象に主成分回帰分析を 実施する。 GEM とは、 

表 2 主成分分析結果 
バブソン大学及びロンドンビジネ 、 ススクールが 実施す 

6 国ごとのアントレプレナーシップの 水準を調べたも 
成分 固有値 寄与率 ( 胚 )  累積寄与率 (%) 

のであ る。 TEA  (TotalEntrepreneun  al  Ac Ⅱ v Ⅱ y) 
  3.640 52.0 52.0 指標を図 2 に示した。 

  1.835 26.2 78.2 我が国は、 TEA 指標で見た場合、 25 カ国中最下位と 

  .602 8.6 86.8 なっている。 アントレプレナーシップの 発揮されにく 

  .368 5.2 92.0 い 構造となっていることがうかがえる。 GDP 世界第 2 

  ， 241 3.4 95.4 位を誇る国であ るが、 新企業の種となるスタートアッ 

  .204 2.9 98.3 プが 少ないことは 没落の原因となる 恐れがあ る。 現在 

    Ⅰ 10 1.7 1 ㎝・ m の生活水準を 維持するためには 新企業が生まれる 必要 

があ る。 
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図 3,  各国の Tota@  Entrepreneurship  Activity 

(2000-2003) 

2 つの主成分を 用いて GEM  (Global  Entrepreneurship 

Monitor) の TEA (TotalEntrepreneurialActivity) 指標を 

もとに 32 か 国中、 TEA 指標が利用できる 25 カ国を対象 

に主成分回帰分析を 実施する。 

変数減少法を 用いて、 以下のような 結果を得た。 

TEA@ @@ 5@ ・ 84@ +@ 1@ ・ 47@ PC@ 1@ +@ 8@ ， 83@ D 

(11.9)  (3.63) (9.56) 

adj.R2 Ⅰ 0 ・ 811 

TEA:@Total@Entrepreneurial@Activity 

PC,:  国民の企業家精神・インスティテューションの 

完熟度 

D  :  ダミ 一変数 (New  ぬ aland 、 Korea 、 Brazil 、 China 、 

India 、 Mexico 、 Thailand 二 l 、 他国二 0) 

4, 拮苗 
競争力を支える 風土、 改革への積極性、 株式市場の 

機能水準、 新たな考えを 積極的に採用する 姿勢、 人々 

の 考えの柔軟性がアントレプレナー 活動を支えるイン 

スティテューションとなっている。 我が国においては 

それらのランキングは 下位にとどまっている。 

我が国が長期的低迷から 抜け出すため、 また今後も 

国際経済における 一定の地位を 維持するためには 既存 

の 企業に頼っているだけでは 不可能であ る。 したがっ 

て、 新企業の創設がなされなければならない。 そのた 

めには・アントレプレナーシップを 発揮できるインス 

ティテューションに 改良しなければならないであ ろう。 

、 ンュ ンペータ一によれば、 いろいろな革新の 新結合 

によって、 イノベーションが 生まれるが、 それを事業 

化するのが、 アントレプレナーシップであ る。 

すな む ち、 事業化までを 包含する「イノベーション」 

にとってアントレプレナーシップは 不可欠であ る。 よ 

って、 既存企業のアントレプレナーシップがどのよう 

な構造になっているのであ ろうかを研究する 必要があ 

る。 国 レベルでは、 表り 出せないアントレプレナーシ 

ップ というものが 存在しているはずであ る。 日本企業 

には世界的競争力を 持つ企業が数多くあ り、 アントレ 

プレナーシップでは 低い評価に甘んじていたが、 企業 

レベルで見ると 違った見方ができるはずであ る。 
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